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平成２９年６月２３日（金曜日）午前１０時
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千葉県袖ケ浦市北袖２５番地
当社千葉工場総合事務所　４階大会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

第156期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
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第156期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第156期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申しあげます。
なお、当日ご出席いただけない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、後記

の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
平成29年6月22日（木曜日）午後5時までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記
平成29年6月23日（金曜日）午前10時
千葉県袖ケ浦市北袖25番地
当社千葉工場総合事務所　4階大会議室

第156期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
　事業報告及び計算書類の内容報告の件

株式併合の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

1． 日　　　時
2． 場　　　所

3． 会議の目的事項

報 告 事 項

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

以　上

平成29年５月31日

代表取締役社長 津　田　重　典

千 葉 県 袖 ケ 浦 市 北 袖 2 5 番 地

広栄化学工業株式会社

証券コード  4367

当日ご出席の場合は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
また、株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正すべき事情が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.koeichem.com/）にて、修正の内容を開示いたします。
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（添 付 書 類）

事 業 報 告

１．　会社の現況に関する事項

2

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで

（1） 事業の経過及び成果
当期のわが国経済は、前半、景気が足踏み状態で推移しましたが、後半には、中国、アジ

アの景気回復により輸出が増加し、加えて民間設備投資も増加するなど、企業部門に好影響
を与えました。一方民間消費の回復は依然鈍く、緩やかな景気回復にとどまりました。
このような情勢のもとで、当社は一層のコスト削減に取り組むとともに、新製品・新技術

開発、売価是正、拡販に注力し、全社を挙げて収益確保に努めてまいりました。
当期の売上高は前期比5.5％減収の172億78百万円となりましたが、利益面におきまして

は、原燃料価格が低位に推移したことにより、営業利益は14億2百万円（前期比15.8％増
益）、経常利益は13億90百万円（前期比25.9％増益）となりました。当期純利益につきま
しては、大阪工場に係る譲渡関連損益、事業譲渡関連損失並びに千葉地区不要設備撤去費用
等を計上した結果、11億35百万円（前期比160.9％増益）と大幅な増益となりました。

部門別の状況は、次のとおりであります。

（ファイン製品部門）
医農薬関連化学品は、アジア向け医薬中間体の販売が伸長しましたが、北米向け農薬中間

体の出荷が大幅に減少しました。機能性化学品は、イオン液体の販売が減少し減収となりま
した。その他ファイン製品は、関連業界の需要増加により増収となりました。
この結果、当部門の売上高は120億46百万円（前期比5.5％減）となりました。

（化成品部門）
多価アルコール類は、販売数量の増加はあったものの、原料価格の下落による販売価格の

低下があり、減収となりました。
この結果、当部門の売上高は52億32百万円（前期比5.3％減）となりました。

（2）設備投資及び資金調達の状況
当期に実施いたしました当社の設備投資総額は46億61百万円となりました。当期に取得

しました主な設備は、ファイン製品設備及び倉庫の新設、新事務所棟建設などであります。
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借入金による資金調達を行い、当期末借入金残高は前期末に比べ７億円増加し18億40百
万円となりました。

（3）対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、世界経済は総じて好調に推移し、輸出の増加が続き、さら

に経済対策効果の顕在化により公共投資が増加し、緩やかな景気回復が続くと予想されます。
このような状況におきまして、当社は、引き続きコスト削減に注力するとともに、製品の

競争力強化及び新製品の早期上市に取り組み、収益改善に努めてまいります。

当社は、平成28年３月に策定した3カ年間の中期経営計画（平成28年度から平成30年度
まで）で掲げた「100年の技術と信頼を明日へ」のスローガンの下、平成29年度以降も以下
の項目を基本的な取り組みとして着実に推進してまいります。
　・売上高200億円、営業利益率８％を回復
　・新プラント稼働により、生産効率向上と競争力強化を達成
　・新製品及び次世代製品に経営資源を積極的に投入
　・安全と信頼のモノづくりを徹底
また、環境問題並びに製品の安全性、品質の確保には引き続き万全を期し、顧客の期待に

応えられる信頼性の高い企業を目指してまいります。

16,742
140
74
3.04

21,565
12,551

18,664
703
329
13.46
20,512
13,091

18,279
1,104
435
17.78
20,740
13,379

17,278
1,390
1,135
46.41
23,969
14,487

（注）第153期まで連結計算書類を作成しておりましたが、第154期より連結子会社であった広栄パーストープ株式
会社の解散により連結計算書類を作成しておらず、すべて個別計算書類の業績を記載しております。

（4） 財産及び損益の状況

区　　分

売 上 高 （百万円）
経 常 利 益 （百万円）
当 期 純 利 益 （百万円）
１株当たり当期純利益（円）
総 資 産 （百万円）
純 資 産 （百万円）

第153期
（平成25年度）

第154期
（平成26年度）

第155期
（平成27年度）

第156期
（平成28年度）
（当事業年度）
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（5） 重要な親会社の状況

（6） 主要な事業内容　（平成29年3月31日現在）

事 業 上 の 関 係当社に対する出資比率資 本 金会 社 名

55.74％89,699百万円住友化学株式会社

下記化学品の製造及び販売

１．製品を販売
２．主原料、用役等を購入
3．工場用地（千葉）の賃借

ファイン製品部門
化 成 品 部 門

医農薬関連化学品、機能性化学品、その他ファイン製品
多価アルコール類、その他化成品

18,583
132
70
2.90

21,603
12,536

区　　分

売 上 高 （百万円）
経 常 利 益 （百万円）
当 期 純 利 益 （百万円）
１株当たり当期純利益（円）
総 資 産 （百万円）
純 資 産 （百万円）

第153期
（平成25年度）

（ご参考）第153期の連結計算書類の業績は以下のとおりであります。

親会社との間の取引に関する事項は次のとおりであります。
① 当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項
当社は親会社である住友化学株式会社から主要原材料の供給を受けており、住友化学株
式会社に製品を販売しております。また、工場用地（千葉）を住友化学株式会社から賃借
しております。これらの取引については、少数株主等の保護にも配慮し、対価その他の取
引条件が市場実勢を勘案して通常の取引条件で行われるように留意しております。
② 当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての当社の取締役会の判断及びその理由
上記の取引に際して、当社は内容に応じた適正な手続きにより、親会社から独立して取
引条件の適正性・合理性について最終的な意思決定を行っており、これらの取引が当社の
利益を害することはないと当社の取締役会は判断しております。
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（7） 主要な事業所　（平成29年3月31日現在）
本 社
工 場
研 究 所

東　京
千　葉
千　葉

（8） 従業員の状況　（平成29年3月31日現在）
従業員数
302 名

借 入 先
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

借 入 額
794 百万円

前期末比増減
10 名増

平均年令
41.4 歳

平均勤続年数
17.2 年

（9） 主要な借入先及び借入額　（平成29年3月31日現在）

（注）従業員数には、嘱託、派遣社員、他の法人への出向者は含んでおりません。

当　社
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2．　会社の株式に関する事項 （平成29年3月31日現在）
（1） 発行可能株式総数
（2） 発行済株式の総数
（3） 株主数
（4） 大株主

率比株持数株持名主株
千株 ％

住 友 化 学 株 式 会 社

塩 野 義 製 薬 株 式 会 社

武 田 薬 品 工 業 株 式 会 社

田 辺 三 菱 製 薬 株 式 会 社

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

広 栄 化 学 社 員 持 株 会

安 谷 屋 　 恵 正

M S I P    C L I E N T    S E C U R I T I E S

丸 石 化 学 品 株 式 会 社

住 友 精 化 株 式 会 社

13,657

1,671

1,451

561

295

269

200

173

168

130

55.83

6.83

5.93

2.29

1.21

1.10

0.82

0.71

0.69

0.53

（注） 持株比率は、自己株式（39,880株）を控除して計算しております。

80,000,000株

24,500,000株

1,371名



3．　会社役員に関する事項
（1） 取締役の氏名等　（平成29年3月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長
専 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役
常 勤 監 査 等 委 員

取 締 役
監 査 等 委 員

取 締 役
監 査 等 委 員

取 締 役
監 査 等 委 員

津 田 重 典
安 川 　 毅

石 打 清 隆

鵜 殿 　 靖

佐 々 木 万 治

寒 川 公 一 朗

石 塚 郁 夫

赤 堀 金 吾

田 中 誠 一

瀧 口 　 健

東 　 英 雄

物流購買室，生産管理・情報システム室，経理室，
内部監査部担当

工場長

営業本部長

研究開発本部長、研究開発本部研究所長

総務人事室長

企画戦略室長

住友化学株式会社 執行役員 機能樹脂事業部，電池部材事
業部担当、電池部材事業部長

弁護士

株式会社ココスジャパン 社外監査役

税理士
セントラル総合開発株式会社 社外取締役
ライオン株式会社 社外監査役

（注）１．当社は、平成28年6月24日付で監査等委員会設置会社に移行するとともに執行役員制度を廃止いたしました。
２．監査等委員である取締役田中誠一、瀧口　健及び東　英雄の各氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役で
あります。

３．監査等委員である取締役田中誠一、瀧口　健及び東　英雄の各氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役
員として届け出ております。

４．取締役鵜殿　靖、佐々木万治、寒川公一朗、 田中
誠一、瀧口　健及び東　英雄の各氏は、平成28年6月24日開催の第155期定時株主総会において新たに選任さ
れ、就任いたしました。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額
取 締 役

（うち社外取締役）
監 査 役

（うち社外監査役）
合 計

（うち社外役員）

7名
（2名）
4名
（3名）
11名
（5名）

30百万円
（1百万円）
7百万円
（3百万円）
38百万円
（4百万円）

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取締役（監査等委員である取締役を除く。）

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

合 計
（うち社外取締役）

8名

4名
（3名）
12名
（3名）

125百万円

27百万円
（13百万円）
152百万円
（13百万円）

５．監査等委員である取締役瀧口　健氏は、株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）において長年の実務経験
を有するなど、財務及び会計について相当程度の知見を有するものであります。

６．監査等委員である取締役東　英雄氏は、税理士の資格を有しており、税務、財務及び会計について相当程度の知見
を有するものであります。

７．監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、重要な社内会議への出席、業務執行取締役及び使用人等からの
情報収集及び内部監査部門との連携を図るべく、

８．当社は、取締役赤堀金吾並びに監査等委員である取締役田中誠一、瀧口　健及び東　英雄の各氏との間で、非業
務執行取締役が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第４２３条第１項に定める損害賠償
責任について会社法第４２５条第１項各号に定める金額の合計額を限度とする責任限定契約を締結しております。

９．当期中に退任した取締役及び監査役は、次のとおりであります。
　　　　　　取締役　　松村　俊樹（平成28年6月24日任期満了）
　　　　　　取締役　　服部　　誠（平成28年6月24日任期満了）
　　　　　　取締役　　岩田　圭一（平成28年6月24日任期満了）
　　　　　　監査役　　深江　秀雄（平成28年6月24日監査等委員会設置会社移行に伴う任期満了）
　　　　　　監査役　　岩崎　　明（平成28年6月24日監査等委員会設置会社移行に伴う任期満了）
　　　　　　監査役　　瀧口　　健（平成28年6月24日監査等委員会設置会社移行に伴う任期満了）
　　　　　　監査役　　東　　英雄（平成28年6月24日監査等委員会設置会社移行に伴う任期満了）

（2） 取締役及び監査役の報酬等の総額
① 監査等委員会設置会社移行前（平成28年4月1日から第155期定時株主総会（平成28年
6月24日）終結の時まで）

② 監査等委員会設置会社移行後（第155期定時株主総会（平成28年6月24日）終結の時から
平成29年3月31日まで）



４．　社外役員に関する事項
（1） 重要な兼職先との関係

区 分 氏 名 重要な兼職先である
法人等 重要な兼職の内容

取 締 役
監査等委員

取 締 役
監査等委員

取 締 役

取 締 役
監査等委員

監 査 役

取 締 役
監査等委員

瀧 口 　 健

東 　 英 雄

株式会社ココスジャパン

セントラル総合開発株式会社
ラ イ オン 株 式 会 社

社外監査役

社外取締役
社外監査役

－

－
－

重要な兼職先である
法人等と当社との関係

（2） 主な活動状況

氏 名 区 分

田中　誠一

瀧 口 　 健

主な活動内容
監査等委員会設置会社移行前に開催された取締役会3回の全てに出席し、主に法
令遵守、業務の適正性について弁護士としての知見に基づく観点から適宜発言を
行っております。
監査等委員会設置会社移行後に開催された取締役会10回の全て及び監査等
委員会12回の全てにそれぞれ出席し、主に法令遵守、業務の適正性について弁
護士としての知見に基づく観点から適宜発言を行っております。
監査等委員会設置会社移行前に開催された取締役会3回の全て及び監査役会
3回の全てにそれぞれ出席し、住石貿易株式会社の取締役副社長として経営に
参画した経験から有する経営全般の知見に基づく観点から適宜発言を行ってお
ります。
監査等委員会設置会社移行後に開催された取締役会10回の全て及び監査等
委員会12回の全てにそれぞれ出席し、住石貿易株式会社の取締役副社長とし
て経営に参画した経験から有する経営全般の知見に基づく観点から適宜発言を
行っております。
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（注）１．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬枠につきましては、平成19年6月26日開催の当社第146期定時
株主総会におきまして報酬年額192百万円以内（うち社外取締役10百万円以内）と決議されておりました。

２．監査等委員会設置会社移行前の監査役の報酬枠につきましては、平成22年6月24日開催の当社第149期定
時株主総会におきまして報酬年額50百万円以内と決議されておりました。

３．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬枠につきましては、平成28年6月24日開催の当社第155期定
時株主総会におきまして報酬年額192百万円以内（うち社外取締役10百万円以内）と決議されております。

４．監査等委員である取締役の報酬枠につきましては、平成28年6月24日開催の当社第155期定時株主総会に
おきまして報酬年額50百万円以内と決議されております。
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（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分ができないため、報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

２．上記報酬等の額について、当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況及び報酬見
積りの算出根拠等を検証・確認し、監査報酬の妥当性を総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等につ
いて、会社法第 399条第１項及び第３項に基づき、同意を行っております。

報酬等の額
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

21百万円
21百万円

（3） 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会社法第340条に定める監査等委員全員の同意による会計監査人
の解任のほか、会計監査人の独立性及びその職務の遂行状況に鑑み、会計監査人が継続し
て職務を遂行することに関して重大な疑義が生じた場合には、会社法第399条の2第3項第2
号の規定に基づいて、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、株主
総会に付議することを求める方針であります。

5．　会計監査人の状況
（1） 名称　　有限責任 あずさ監査法人

（2） 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

氏 名 区 分

東 　 英 雄

監 査 役

取 締 役
監査等委員

主な活動内容

監査等委員会設置会社移行前に開催された取締役会3回の全て及び監査役会3
回の全てにそれぞれ出席し、主に会計及び税務の適正性について税理士としての
知見に基づく観点から適宜発言を行っております。
監査等委員会設置会社移行後に開催された取締役会10回のうち9回及び監査等
委員会12回の全てにそれぞれ出席し、主に会計及び税務の適正性について税理
士としての知見に基づく観点から適宜発言を行っております。



6．　会社の体制及び方針
（1） 業務の適正を確保するための体制
当社取締役会において決議した業務の適正を確保するための体制（内部統制システムに係る

基本方針）は、以下のとおりであります。

①当社及び当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制について
当社においては2003年10月以来、「広栄化学企業行動憲章」及び「コンプライアンス規

程」のもと、「コンプライアンス委員会」及び「広栄化学企業行動要領」（コンプライアンス
マニュアル）を策定し、当社及び当社グループのコンプライアンスに関する考え方の基本、全
社各部門における法令違反の予防措置並びに法令違反発生時の対処方法及び是正方法などに
ついて定めております。また、社内研修会などで当社及び当社グループの取締役及び使用人
への徹底を図るとともに、内部監査を継続的に実施して当社職務の執行が適法になされてい
るかどうかを検証しております。さらに、「金融商品取引法」及び「同施行令」などに規定
される決算財務報告の適正性を確保する観点から、「Ｊ－ＳＯＸ委員会」を設け、当社及び
当社グループにおける財務報告にかかる内部統制報告制度の構築及び適切な運営を図るべく
対応しております。
当社は、「内部統制システムに係る基本方針」に則り、取締役会における「内部統制シス

テム」の構築運用に努めるとともに、当社及び当社グループにおける充実を不断に図るた
め、「内部統制システム」に関する諸施策を審議する「内部統制委員会」を設置しておりま
す。引き続きコンプライアンス体制を当社取締役及び使用人全員で堅持し、必要に応じて適
時適切に見直しを行い、実効性のあるコンプライアンス体制を確保してまいります。

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について
当社の取締役の職務の執行に関する情報については、以下のとおり体制を整備しております。
情報の保存及び管理については、「情報管理規程」などの社内規程において、業務に使用

する各種紙面、電子的情報の取扱、情報の保存年限、廃棄の方法などを定め、これらを全取
締役及び使用人に周知し情報の保全に努めております。さらに、業務上重要な情報などの漏
洩を防止する観点から、退職者は秘密保持誓約書を提出することとしております。
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また、情報システムの利用については、「情報システムセキュリティ規程」を定め、情報
システムの利用権者を明らかにするとともに、不正アクセスへの防止対策を講じておりま
す。さらに、インサイダー情報の取扱については、その重要性を考慮して「内部者取引管理
規程」を定め、適切な管理を行っております。
これらの体制については、定期的に内部監査を行っており、今後も必要に応じて適時適切

に見直しを図ってまいります。

③当社及び当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制について
当社は、当社及び当社グループにおける損失の危険（以下「リスク」という。）への対策

として個別の規程を設けるほか、各種経営判断においてあらゆる角度から綿密に検討を重ね
るとともに、取締役会などでの議論を経営判断の一助とするなど、「リスク」を極小化する
努力を常日頃から行っております。
具体的には、「リスク管理規程」及びこれに基づき設置されている「リスク管理委員会」

において、生産及び物流に関する「リスク」など当社及び当社グループの経営全般におよぶ
「リスク」を定期的に洗い出し、把握、予防し、万一「リスク」が顕在化した場合に備え、
緊急時などの各種対策に関する規程規則類を整備しております。さらに、今後も必要に応じ
て適時適切に見直しを図ってまいります。

④当社及び当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制について
当社は、当社及び当社グループでの職務執行の効率性を追求するために、当社及び当社グ

ループの「事務章程」、「決裁基準規程」等において、業務権限の明確化、効率化を図るとと
もに、IT技術等を活用した経営情報の共有化を図り、事業の進捗を管理する体制を整備して
おります。

⑤当社グループの取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制及び住友化
学株式会社（以下「住友化学」という。）グループの一員として業務の適正を確保する
ための体制について
当社は、当社グループを含めたコンプライアンス体制を構築するとともに、「関係会社運営

規程」を制定し、当該規程の下で当社グループの取締役等が当社に対して事業の方針、事業計



画その他事業上の重要事項の報告を行う体制を整備しております。加えて、役員などの派遣
を通じ当社グループ業務運営の強化、適正化を図っております。
さらに、当社は、親会社である住友化学との関係において、住友化学の戦略と連関しつ

つ、内容に応じた適切な手続により、他の株主などにも配慮した経営を行っております。

⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する（その独立性を含む。）体制について
当社では、監査等委員会の指揮を受け、その職務を補佐する任にあたる「監査等委員会付

属」という職制があります。監査等委員会の職務を補佐する「監査等委員会付属」は、監査等委
員会の指揮を受け、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び指示の実効性
を確保するために、「監査等委員会付属」の人事については監査等委員会の承認を得た上で行
うものとしております。

⑦当社及び当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の監査等
委員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する
ための体制並びに報告及び費用の処理の方針等の体制について
当社の監査等委員である取締役は、取締役会をはじめ当社の重要会議に出席し、当社の取

締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人から当社及び当社グループの業務執行内容
などの報告を受けるとともに、当社及び当社グループに関して当社の監査等委員会が選定す
る監査等委員が求める事項について、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使
用人が報告を行う体制を整備しております。また、当社グループ監査役からは、定期的な情
報交換を通じて当社グループでの監査の内容について報告を受けております。さらに、当社
は、常勤監査等委員が社内データベースへフルアクセスを行うことのできる体制をとってお
ります。また、当社の代表取締役は当社の監査等委員会と定期的に会合の機会を持ち、会社
が対処すべき課題及び監査上の重要課題等について意見交換を行う機会を設けております。
当社は、引き続き、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社

グループの取締役、監査役及び使用人（これらの者から報告を受けた者を含む。）が当社の監査
等委員会に報告すべき事項を適切な方法で報告する体制を整備していくとともに、当社の監
査等委員会に報告を行ったことに関連して不利益を課されない体制を整備することとしてお
ります。
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監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用については、必要なものを確保できる体制を整備することとしております。

【反社会的勢力との関係遮断に関する取り組みについて 】
当社では、「広栄化学企業行動要領」（コンプライアンスマニュアル）において、社会の秩序

や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対しては毅然とした対応を行い、一切の関係を
持たず、また取引などを行ってはならない旨規定しております。さらに、万一、反社会的勢
力から接触があった場合には総務人事室を窓口とし、警察や外部の法律専門家とも協力して
対応を行うこととしております。

（2） 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度に実施した業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとお

りであります。

① コンプライアンス体制に関する運用状況
・コンプライアンス委員会を計２回開催いたしました。
・全社員を対象とする年次のコンプライアンス研修会を開催したほか、階層及び部門に
応じた内容のコンプライアンス研修会を実施いたしました。
・業務執行取締役、部長、室長のほかライン業務に従事する管理社員を各職場のコンプ
ライアンス遵守責任者と定め、各職場におけるコンプライアンス体制の確立及び運営
の義務を負わせていますが、本年も自らのコンプライアンス遵守についての誓約書を
提出させました。

② リスク管理体制に関する運用状況
・リスク管理委員会を計２回開催いたしました。
・社員のＩＴスキルの向上を目的とし、ＩＴスキル講習を実施するとともに外部からの
不正アクセスを防止するため必要な物理的・技術的セキュリティ対策を講じました。
・大規模災害の発生を想定したＢＣＰ演習及び総合防災訓練を各１回、災害用社内掲示
板システムを利用した全社員の安否確認訓練を計２回実施いたしました。



③ 効率的職務執行体制に関する運用状況
・平成28年6月24日開催の第155期定時株主総会において、取締役会の監督機能の更な
る強化を通じてコーポレート・ガバナンスのより一層の充実を図るため監査等委員会
設置会社へ移行いたしました。
・取締役の経営責任と指揮命令系統を明確化し、意思伝達系統を簡素化することで迅速
な業務執行の促進をはかるため平成28年6月24日開催の第155期定時株主総会終結時
をもって執行役員制度を廃止いたしました。
・取締役会規程に基づき、取締役会を月１回定時に開催したほか、必要に応じて適宜臨
時に開催し、当期は計13回開催いたしました。
・事業活動の一層の推進を図り、より効率的な職務執行体制を構築するために組織改正
を行いました。

④ 監査体制に関する運用状況
・監査等委員会設置会社移行前においては、監査役会規程に基づき監査役会を月１回定
時に開催したほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、監査等委員会設置会社に移行する
までに計3回開催いたしました。
・監査等委員会設置会社移行後においては、監査等委員会規程に基づき監査等委員会を
月1回定時に開催したほか、必要に応じて適宜臨時に開催し、当期は計12回開催いた
しました。
・監査等委員である取締役は、取締役会等の重要な会議に出席し報告を受けるととも
に、監査等委員会は業務執行取締役との懇談を実施し、代表取締役との会合を２回開
催いたしました。
・コンプライアンス研修会を通じ取締役及び使用人並びに当社グループの取締役、監査
役及び使用人が監査等委員会に報告すべき事項を報告したことに関連して不利益を課
されることはない旨、全社員に周知いたしました。

（3） 会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
該当事項はありません。
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（4） 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社では、株主の皆様の長期的かつ安定的な利益の確保と、当社の各事業年度における業

績の状況及び将来的な事業展開に備えるための株主資本の充実などとのバランスを総合的に
勘案し、剰余金の配当等を決定することを基本方針にしております。
なお、今期につきましては、平成29年5月16日開催の取締役会におきまして、剰余金配当

として1株当たり10円（普通配当8円、特別配当2円）を配当する旨決議しております。

１．本事業報告に記載しております数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨て、その他は四捨五入に
より表示しております。

２．本事業報告において、「当社グループ」とは、会社法及び会社法施行規則で用いられている「企業集団」を意味するも
のであります。

（注）
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貸 借 対 照 表（平成29年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
）部の債負（）部の産資（

（純 資 産 の 部）

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他

流 動 資 産
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
設 備 停 止 引 当 金
賞 与 引 当 金
預 り 金
そ の 他

流 動 負 債

設 備 停 止 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
長 期 預 り 金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

物建
構 築 物
機 械 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

地土
建 設 仮 勘 定

固 定 資 産

固 定 負 債

株 主 資 本

評価・換算差額等

有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア 等
無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
そ の 他
貸 倒 引 当 金

投資その他の資産

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
純 資 産 合 計

負 債 合 計

11, 252, 902
307, 539

4, 917, 805
2, 946, 595
880, 031
665, 213
441, 124
408, 942
147, 444
538, 205

12, 716, 864
10, 333, 960
3, 190, 956
756, 592

1, 757, 261
33, 924
212, 126
42, 276

4, 340, 822

49, 160
49, 160

2, 333, 743
2, 219, 313
33, 564
85, 436
△ 4, 571

23, 969, 766

7, 015, 089
2, 510, 023
1, 840, 000
1, 672, 752
488, 731
271, 180
122, 000
54, 395
56, 006

2, 467, 111
300, 820

1, 722, 639
264, 875
80, 515
98, 260

9, 482, 200

13, 049, 535
2, 343, 000
1, 551, 049
1, 551, 049
9, 167, 349
341, 210

8, 826, 139
367, 062

6, 902, 000
1, 557, 076
△ 11, 863

1, 438, 030
1, 438, 030
14, 487, 566
23, 969, 766
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平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで

（単位：千円）
損 益 計 算 書

額金目科

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他 の 収 益

支 払 利 息
そ の 他 の 費 用
経 常 利 益

大 阪 工 場 譲 渡 関 連 損 益

事 業 譲 渡 関 連 損 失
固 定 資 産 整 理 損 失
減 損 損 失
固 定 資 産 売 却 損
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

17,278,643
12,774,103
4,504,540
3,102,157
1,402,382

61,587

73,345
1,390,624

1,035,433

879,985
1,546,072

410,868
1,135,204

47,737
13,849

9,488
63,857

406,625
274,539
150,362
48,458

444,000
△33,132
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平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで

（単位：千円）
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

株 主 資 本

式株己自金本資 株主資本
合　計

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
別途積立金

利益剰余金
合　計繰越利益剰余金固定資産圧縮

積立金

その他利益剰余金

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額
　 剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩
固定資産圧縮積立金の積立
当 期 純 利 益

　自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高

2,343,000

－

2,343,000

1,551,049

－

1,551,049

341,210

－

341,210

6,902,000

－

6,902,000

965,776

△195,704

9,154

△357,354

1,135,204

591,300

1,557,076

8,227,850

△195,704

－

－

1,135,204

939,499

9,167,349

△10,957

△906

△906

△11,863

12,110,942

△195,704

－

－

1,135,204

△906

938,593

13,049,535

18,863

△9,154

357,354

348,199

367,062
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平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで

（単位：千円）
株主資本等変動計算書

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額
　 剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の取崩
固定資産圧縮積立金の積立
当 期 純 利 益

　自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
純資産合計

1,268,599

169,430

169,430

1,438,030

1,268,599

169,430

169,430

1,438,030

13,379,541

△195,704

－

－

1,135,204

△906

169,430

1,108,024

14,487,566
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券

子会社株式
その他有価証券
市場価格のあるもの

市場価格のないもの
（２）デリバティブ
（３）たな卸資産

２．固定資産の減価償却の方法
（１）リース資産以外の

有形固定資産

（２）リース資産以外の
無形固定資産

（３）リース資産

３．引当金の計上基準
（１）貸 倒 引 当 金

：移動平均法による原価法

：期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）
：移動平均法による原価法
：時価法
：総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）

定額法
平成１９年3月31日以前に取得した有形固定資産について
は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で
均等償却する方法によっております。
定額法
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法に
よっております。

売掛金、貸付金、その他これらに準ずる債権の貸倒れによる
損失に備えるため設定しており、一般債権については合理
的に見積もった貸倒率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討して計上しております。
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（２）賞 与 引 当 金

（３）退 職 給 付 引 当 金

（４）設 備 停 止 引 当 金

４．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等について、振当処理を行っております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　　ヘッジ対象
為替予約取引　　　　外貨建債権

（３）ヘッジ方針
管理基準に従い、為替変動リスクをヘッジしております。

従業員に対して支給する賞与に充当するために設定してお
り、その計算の基礎は当事業年度に負担すべき支給見込額
を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生してい
ると認められる額を計上しております。退職給付債務の算
定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。過去勤務費用については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法に
より費用処理しております。数理計算上の差異については、
各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度より費用処理しております。

設備の停止による支出に備えるため、今後発生すると見込
まれる費用について合理的に見積もった額を計上しており
ます。
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（４）ヘッジの有効性評価の方法
為替予約取引については、取引時に重要な条件の同一性を確認しているため、
有効性の評価を省略しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理の方法　　　　税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権
短 期 金 銭 債 務

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

売 上 高
仕 入 高
営業取引以外の取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普 通 株 式

22, 935, 119千円

130, 827千円
1, 359, 904千円

 384, 835千円
3, 352, 958千円

8千円

24, 500, 000株

39, 880株
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２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
当社は、事業遂行のために必要な長期資金及び短期資金を銀行等金融機関からの借入に
より調達しております。一時的な余資については、利回りが確定しており、かつ元本割れ
の可能性が極めて少ない金融商品に限定して運用することとしております。
売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売管理について定めた社内規程に従い、営業担当
部が定期的に全営業取引先の状況、販売取引高及び債権残高を確認して取引方針の見直し
を実施するとともに、財務状況等の悪化等による取引先の信用リスクの早期把握や軽減を
図っております。また、輸出取引等により発生する外貨建ての営業債権は、為替の変動リ
スクに晒されていますが、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについ
て、為替予約について定めた社内規程に基づき一定範囲内で先物為替予約を利用すること
でヘッジしております。
未収入金に係る顧客の信用リスクは、売掛金に準じた管理を行っております。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に
業務上の関係を有する企業の株式であります。上場株式については四半期ごとに時価の把
握を行っております。
買掛金、未払金及び預り金は、支払期日が１年以内の営業債務であります。
　短期借入金は、主に短期的な運転資金の調達を目的としたものであります。

日生発力効日準基議　　決 株式の種類

普通株式 195,704 8.0

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

平成28年5月11日
取締役会 平成28年5月31日平成28年3月31日

日生発力効日準基議　　決 株式の種類 配当の原資

普通株式 利益剰余金
10.0

(普通配当8.0)
(特別配当2.0)

244,601

１株当たり
配当額（円）

配当金の総額
（千円）

平成29年５月16日
取締役会 平成29年6月1日平成29年3月31日
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なお、先物為替予約取引は為替変動リスクのヘッジ目的でのみ利用し、その限度額は実
需の範囲内とすることとしております。先物為替予約取引の執行・管理については、取引
権限や手続きを定めた社内規程を定めており、この規程の遵守及び取引のヘッジ効果の確
認等によりリスク管理を行っております。また、先物為替予約取引の利用にあたっては、
信用リスクを軽減するために、信用度の高い国内銀行とのみ取引を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません（（注２）

参照）。

307, 539
4, 917, 805
147, 444

2, 207, 217
（2, 510, 023）
（1, 840, 000）
（1, 672, 752）
（488, 731）
（54, 395）

－

307, 539
4, 917, 805
147, 444

2, 207, 217
（2, 510, 023）
（1, 840, 000）
（1, 672, 752）
（488, 731）
（54, 395）

－

－
－
－
　
－
－
－
－
－
－
－

（１）現金及び預金
（２）売掛金
（３）未収入金
（４）投資有価証券

その他有価証券
（５）買掛金
（６）短期借入金
（７）未払金
（８）未払法人税等
（９）預り金
（10）デリバティブ取引

貸借対照表
計上額（　） 時価（　） 差　額

（単位：千円）

（　）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

知
通
ご
集
招

告
報
業
事

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株



26

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金、（２）売掛金、並びに（３）未収入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（４）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（５）買掛金、（６）短期借入金、（７）未払金、（８）未払法人税等、並びに（９）預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（10）デリバティブ取引
為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として
処理されているため、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 45,660千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、「（４）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
また、長期預り金（貸借対照表計上額 264,875千円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と
認められるため「２．金融商品の時価等に関する事項」から除外しております。

（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総額が僅少であるため、注記を省略しております。
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（税効果会計関係に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
＜繰延税金資産＞
（１）流動資産
大阪工場譲渡関連
設備停止引当金
その他
　計

（２）固定資産
退職給付引当繰入超過額
設備停止引当金
減損損失等
その他

小計
評価性引当額

計
繰延税金資産　合計

＜繰延税金負債＞
（１）固定負債
その他有価証券評価差額金
固定資産圧縮記帳
繰延税金負債　合計

繰延税金資産の純額

194, 651千円
83, 523千円
130, 768千円
408, 942千円

527, 262千円
92, 051千円
89, 981千円
51, 891千円
761, 185千円
△45, 730千円
715, 455千円

1, 124, 397千円

634, 059千円
161, 911千円
795, 970千円

328, 426千円
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(関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社及び法人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
原材料等の購入又は製品の販売については、市場価格等を勘案して取引条件を決定しております。
（注）上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。買掛金又は売掛金期末残高には消費

税等を含めております。

２．同一の親会社を持つ会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．製品の販売については、市場価格等を勘案して取引条件を決定しております。
２．製造設備の購入については、市場価格等を勘案して取引条件を決定しております。
３．資金の借入又は預託の利率については、市場金利を勘案して決定しております。
（注１）上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。未払金期末残高には消費税等を含め

ております。
（注２）資金の預託の取引金額は、前期末残高からの増減額を記載しております。

（単位：千円）

属　性 会社等
の名称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

親会社 住友化学
株式会社

直接 55.93％
間接   0.45％

当社製品の販
売、原材料等
の購入、工場
用地の賃借

原材料等の
購入
当社製品の
販売

3,231,791

384,835

買掛金

売掛金

1,306,489

128,270

（単位：千円）

属　性 会社等
の名称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

同一の親
会社を持
つ会社

同一の親
会社を持
つ会社

同一の親
会社を持
つ会社

住化ファイ
ナンス
株式会社

資金の借入又は
預託 資金の預託 300,000 流動資産

（その他） 500,000－

－

－

SUMITOMO
CHEMICAL
EUROPE
S.A./N.V.

泉テクノ
株式会社

当社製品の販売

製造設備の購
入、製造委託

当社製品の
販売

製造設備の
購入

869,626

488,732

売掛金

未払金

345,999

101,062
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(１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益

(重要な後発事象）
当社は、平成29年4月25日開催の取締役会において固定資産の譲渡を決議し、平成29
年4月28日付で売買契約を締結いたしました。また、これに伴う特別利益を計上する見込
みとなりました。

１．譲渡の理由
当社は大阪工場土地の一部を平成29年3月に売却いたしました。その後、土壌改良を
完了した以下記載の土地を売却することといたしました。なお、平成29年6月末に大阪工
場土地を売却完了いたします。

２．譲渡資産の内容

３．譲渡先の概要

４．譲渡の日程
所有権移転　：平成29年6月30日（予定）
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所 在 地
物 件 内 容
譲渡関連損益

大阪市城東区放出西二丁目59番1
土地　面積25,270.88㎡
6,375百万円

名 称
所 在 地
代 表 者
主な事業内容
資 本 金
当社との関係

株式会社ニトリホールディングス
北海道札幌市北区新琴似七条一丁目2番39号
代表取締役社長兼最高執行責任者（ＣＯＯ）白井　俊之
グループ会社の経営管理、並びにそれに付帯する業務
13,370百万円（平成29年2月20日現在）
資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者として記載すべき事項はありません

（注）譲渡価額、帳簿価額については、契約上の都合により開示を控えさせていただきます。
譲渡関連損益は譲渡価額から帳簿価額および譲渡に関連する諸費用を控除した金額を記載しております。

592円29銭
46円41銭
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会計監査人の監査報告書　謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成29年５月12日

広栄化学工業株式会社
取 締 役 会  御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 川 瀬 洋 人 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 米 山 英 樹 印

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、広栄化学工業株式会社の平成28年４月
１日から平成29年３月31日までの第156期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて､独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は､当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
個別注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成29年4月25日開催の取締役会にお
いて固定資産の譲渡を決議し、平成29年4月28日付で売買契約を締結した。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第156期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。なお、平成28年6月24日開催された定時株主総会において、当社は監査役会設置会社から監査
等委員会設置会社に移行いたしましたが、平成28年４月１日から平成28年６月23日までの監査につ
いては、監査等委員会が監査役及び監査役会が実施してきた監査内容を引き継ぎ、その方法及び結果
を確認のうえ、当事業年度の監査報告としております。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ説明を求め、
意見を表面するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び事業所において業務及び財産の
状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び
情報の交換を図り、必要に応じて報告を受けました。
②財務報告に係る内部統制について、取締役等及び会計監査人有限責任 あずさ監査法人から
当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③事業報告に記載されている親会社等との取引について、会社法施行規則第118条第５号イに
定める当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び同号ロの当該取
引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由については、取締
役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。
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2．監査の結果

（1） 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益
を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取
締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月15日

印

印

印

印

広栄化学工業株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員
社外監査等委員
社外監査等委員
社外監査等委員

吉　　 昌 史
田 中 誠 一
瀧 口 　 　 健
東　　 英 雄

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　株式併合の件
１．提案の理由

全国証券取引所は、投資家の利便性向上等のため、「売買単位の集約に向けた行動計画」に基
づきすべての国内上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一する取組みを
推進しております。当社は、この取組みの趣旨を踏まえ、会社法第195条第1項の定めに基づ
き、平成29年5月16日開催の取締役会の決議をもって当社の単元株式数を現在の1,000株か
ら100株に変更することといたしました。併せて、当社株式について、証券取引所が望ましい
とする投資単位（5万円以上50万円未満）の水準にするとともに、中長期的な株価変動等を勘
案し、株式併合を実施するものであります。

２．併合の割合
当社普通株式について、5株を1株に併合いたします。
なお、株式併合の結果、1株に満たない端数が生じる株主の皆様に対しては、会社法第235

条の定めに基づき当社がこれを一括して処分し、その処分代金を端数の割合に応じて交付いた
します。

３．株式併合がその効力を生じる日（以下「効力発生日」という。）
平成29年10月1日

４．効力発生日における発行可能株式総数
16,000,000株
なお、株式併合を行うことにより、会社法第182条第2項の定めに基づき、その効力発生日

に発行可能株式総数に係る定款変更をしたものとみなされます。
【ご参考】

本議案が原案どおり可決された場合、会社法第182条第2項及び第195条第1項の定めに基
づき、定款一部変更の決議を経ずに、平成29年10月1日をもって当社定款の一部が次のとお
り変更されることになります。

（下線変更部分）

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、8,000万株とする。
（単元株式数）
第７条　当会社の1単元の株式の数は、1,000株とする。

（発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、1,600万株とする。
（単元株式数）
第７条　当会社の1単元の株式の数は、100株とする。
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候補者
番号 現在の当社における地位または他の会社における地位氏 名

津 田 重 典
つ だ しげ のり

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了と
なります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名の選任をお願いするも
のであります。
なお、本議案につき代表取締役及び独立社外取締役２名で構成される任意の指名委員会の諮
問を経ております。また、本議案につき監査等委員会において検討がなされましたが、特段指
摘すべき事項はない旨の報告を受けております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

鵜 殿　　靖
う どの やすし

佐 々 木　万 治
さ さ き じまん

寒 川　公 一 朗
そう がわ ろういちこう

村 上 修 平
むら かみ しゅう へい

赤 堀　金 吾
あか ほり きん ご

石 塚　郁 夫
いし づか いく お

再　任

再　任

再　任

再　任

再　任

新　任

再　任

代表取締役社長

取締役
営業本部長

取締役
研究開発本部長、研究開発本部研究所長

取締役
総務人事室長

取締役
企画戦略室長

理事
工場副工場長、工場千葉プラント長

住友化学株式会社執行役員
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候補者
番号 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況氏 名

生 年 月 日

2

津 田 重 典
つ だ しげ のり

昭和27年２月１日生

昭和49年４月　住友化学工業㈱（現住友化学㈱）入社
平成13年６月　同社農業化学業務室部長
同　14年11月　同社国際アグロ事業部長
同　17年１月　同社執行役員、国際アグロ事業部長
同　17年６月　同社執行役員、生活環境事業部長
同　19年６月　同社執行役員、生活環境事業部担当
同　20年６月　同社執行役員、国際アグロ事業部，農業化学品研究所

担当
同　21年４月　同社顧問、田岡化学工業㈱顧問
同　21年６月　田岡化学工業㈱ 代表取締役社長
同　26年６月　当社代表取締役社長　社長執行役員
同　28年６月　代表取締役社長（現任）

【候補者とした理由】
代表取締役社長として当社の経営を担ってきており、これまで当社を牽引してきた実績及び経営全
般に対する豊富な見識を有しております。これらを踏まえ、引き続き取締役として適任であると判
断いたしました。

【候補者とした理由】
営業本部長として当社の営業部門を統括してきた実績及び豊富な見識を有しております。これらを
踏まえ、引き続き取締役として適任であると判断いたしました。

再　任

■在任期間
　　３年（本総会終結時）
■取締役会への出席状況
　　13回／13回（100％）
■所有する当社株式の数
　　24,000株

再　任

■在任期間
　　１年（本総会終結時）
■取締役会への出席状況
　　13回／13回（100％）
■所有する当社株式の数
　　13,000株

鵜 殿　　靖
う どの やすし

昭和29年５月24日生

昭和53年４月　当社入社
平成17年６月　営業部長
同　24年４月　理事、営業部長
同　25年４月　執行役員、営業部長
同　27年４月　執行役員、営業本部長
同　28年６月　取締役、営業本部長（現任）

1
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候補者
番号 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況氏 名

生 年 月 日

3

4

昭和57年４月　住友化学工業㈱（現住友化学㈱）入社
平成12年１月　同社精密化学品研究所電子材グループマネージャー
同　18年４月　同社技術・経営企画室（技術・研究開発）担当部長
同　22年４月　同社精密化学品研究所上席研究員
同　22年12月　同社精密化学品研究所長
同　23年４月　同社有機合成研究所長
同　26年４月　当社執行役員、研究開発本部研究所長、研究開発本部

技術室担当
同　27年４月　執行役員、研究開発本部研究所長、研究開発本部技術

室長
同　28年４月　執行役員、研究開発本部研究所長
同　28年６月　取締役、研究開発本部長、研究開発本部研究所長（現任）

【候補者とした理由】
研究開発本部長として当社の研究部門を統括してきた実績及び豊富な見識を有しております。これ
らを踏まえ、引き続き取締役として適任であると判断いたしました。

【候補者とした理由】
総務人事室長として当社の総務及び人事部門を統括してきた実績及び豊富な見識を有しております。
これらを踏まえ、引き続き取締役として適任であると判断いたしました。

再　任

■在任期間
　　１年（本総会終結時）
■取締役会への出席状況
　　13回／13回（100％）
■所有する当社株式の数
　　4,000株

再　任

■在任期間
　　１年（本総会終結時）
■取締役会への出席状況
　　13回／13回（100％）
■所有する当社株式の数
　　2,000株

昭和55年４月　住友化学工業㈱（現住友化学㈱）入社
平成18年８月　同社愛媛工場総務部長
同　21年４月　同社人材開発部長
同　22年４月　当社総務人事室部長
同　22年６月　理事、総務人事室長、人財開発室長
同　27年４月　執行役員、総務人事室長、人財開発室長
同　28年４月　執行役員、総務人事室長
同　28年６月　取締役、総務人事室長（現任）

佐 々 木　万 治
さ さ き じまん

昭和29年３月25日生

寒 川　公 一 朗
そう がわ ろういちこう

昭和31年４月２日生
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候補者
番号 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況氏 名

生 年 月 日

5

6

昭和54年４月　住友化学工業㈱（現住友化学㈱）入社
平成16年６月　同社基礎化学業務室部長（管理・企画）
同　17年６月　同社石油化学業務室部長兼基礎化学業務室部長
同　22年10月　同社千葉工場副工場長
同　26年４月　住友化学システムサービス㈱ 代表取締役社長
同　28年６月　当社取締役、企画戦略室長（現任）

【候補者とした理由】
企画戦略室長として当社の事業部門の管理・企画業務を統括してきた実績及び豊富な見識を有して
おります。これらを踏まえ、引き続き取締役として適任であると判断いたしました。

【候補者とした理由】
副工場長として当社の生産部門を牽引してきた実績及び豊富な見識を有しております。これらを踏
まえ、取締役として適任であると判断いたしました。

再　任

■在任期間
　　１年（本総会終結時）
■取締役会への出席状況
　　13回／13回（100％）
■所有する当社株式の数
　　1,000株

新　任

■所有する当社株式の数
　　4,000株

昭和55年４月　当社入社
平成19年４月　研究開発本部開発室部長
平成25年３月　研究開発本部開発室長
同　26年４月　理事、研究開発本部開発室長
同　26年10月　理事、生産・技術本部工場副工場長
同　28年４月　理事、工場副工場長、工場千葉プラント長（現任）

昭和30年４月９日生

石 塚　郁 夫
いし づか いく お

村 上 修 平
むら かみ しゅう へい

昭和31年11月30日生
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候補者
番号 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況氏 名

生 年 月 日

7

昭和58年４月　住友化学工業㈱（現住友化学㈱）入社
平成16年６月　同社情報電子化学業務室部長（技術・開発）
同　21年１月　同社電池部材事業部長
同　28年４月　同社執行役員、機能樹脂事業部，電池部材事業部担当、

電池部材事業部長
同　28年６月　当社取締役（現任）
同　29年４月　住友化学㈱ 執行役員、エネルギー・機能材料品質保証

室，無機材料事業部，電池部材事業部担当（現任）
CO2 M-Tech㈱ 代表取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
　住友化学㈱　執行役員
　CO2 M-Tech㈱　代表取締役

【候補者とした理由】
住友化学株式会社において事業部門の管理・企画業務に従事しており、実務経験を活かした当社経
営戦略等への提言等をいただくことで取締役会のさらなる機能強化を図ることが期待できるため、
引き続き取締役として適任であると判断いたしました。なお、当社の業務執行を行わない取締役候
補者であります。

再　任

■在任期間
　　１年（本総会終結時）
■取締役会への出席状況
　　13回／13回（100％）
■所有する当社株式の数
　　0株

赤 堀　金 吾
昭和32年８月２日生

あか ほり きん ご

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2．当社は、住友化学株式会社の子会社であり、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の過去5年間及び現
在における同社及びその子会社における業務執行者としての地位及び担当は「略歴、地位、担当及び重要な兼職の
状況」に記載のとおりであります。

3．当社は、赤堀金吾氏との間に、会社法第423条第1項の責任を限定する契約を締結しており、同契約に基づく賠償責
任限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。同氏の選任が承認された場合には、同契約
を継続する予定であります。
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北

ENEOS

吉野石膏

千葉サンソ
センター

東邦化学工業
住化カラー

北袖埠頭入口
セブン
イレブン

至 千葉→

←至 木更津

←至 木更津　　　　　　　　　　　　　　ＪＲ内房線　　　　　　　　　　　　　　至 千葉→

国道16号線

長浦駅

株主総会会場
当社千葉工場総合事務所

４階大会議室

株主総会会場ご案内図
千葉県袖ケ浦市北袖25番地

当社千葉工場総合事務所　４階大会議室

●会場には駐車場の用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮くだ
さいますようお願い申しあげます。

●交通機関
・JR内房線「長浦駅」（北口）徒歩27分
・長浦駅から次のとおり送迎バスを運行いたします。改札口から送迎バス
乗り場まで係員がご案内いたします。交通渋滞等により会場まで時間
を要する場合がございますので、余裕をもってお越しください。

【長浦駅北口出発時刻】
9時10分　　9時25分　　9時40分

（株主総会終了後も、会場から長浦駅まで随時運行いたします。）

（貨物線）


